三条商工会議所
オンライン展示会出展支援事業要綱（2021年版）

目　的
　新型コロナウイルス感染症により、人の移動が生まれないオンライン展示会の開催が多くなってきている。販路開拓・拡大は新型コロナウイルス感染症下でも継続していく必要があるため、オンライン展示会の出展料一部補助を実施する。

内　容
＜１．支援対象＞
・下記要件を満たしている事業所
三条商工会議所会員であり、申請時に会費が完納されていること。
　但し、同一事業所並びに事業形態や事業所が違っても代表者が同じ事業所から複数回の申請があった場合は次のとおり対応する。
①初回申請事業所を優先する。
②小規模事業者を優先する。
この結果、予算の範囲内におさまるようであれば複数回申請事業所も対象とする。
※小規模事業者とは商業・サービス業は従業員５名以下、製造業その他は従業員
２０名以下を示す。

＜２．支援内容＞
・出展料の補助
　オンライン展示会出展料の1/2もしくは１０万円（上限）のどちらか低い金額を補助額とする。但し、千円未満の位は切り捨てとする。

＜３．申請・補助金交付に必要な書類＞
　①オンライン展示会出展支援補助金交付申請書…様式オ支－１
　②展示会出展申込書(展示会主催者発行のもので出展料の記載があるもの)
　※申請の段階で主催者発行の申込書が無い場合は金額の分かるHPをプリントアウトしたのものでも可（当該展示会申込後の提出は必須）

＜４．交付決定通知後に必要な書類＞
③展示会出展申込書(展示会主催者発行のもので出展料の記載があるもの)
※申請時に提出してあればこの段階では不要
④オンライン展示会出展支援補助金振込先口座記入書…様式オ支－２

＜５．補助金受取に必要な書類＞
　⑤オンライン展示会出展支援補助金展示会出展完了報告書…様式オ支－３
(出展の様子が分かる写真やデータの添付も必須) 
　⑥展示会主催者から発行された出展料金請求書もしくは領収書

＜６．補助金受領後に必要な書類（展示会出展の３ヶ月後に提出）＞
⑦オンライン展示会出展支援補助金展示会活動状況報告書…様式オ支－４
　（出展直後と出展３か月後の成果、出展１年後の目標を提出）

＜７．補助金の申請・支払について＞
　本事業を利用する場合は＜３．申請・補助金交付に必要な書類＞の①、②、③を記載し、三条商工会議所事務局に提出すること。
第一次公募
・２０２１年７月３０日（金）必着で三条商工会議所事務局に提出すること。
・本補助金の申請結果については２０２１年８月１０日（火）までに結果を送付する。
・補助金の支払いについては、展示会出展後とする。
	※交付決定時点で展示会会期が終了し、出展完了している場合は、交付申請および出展完了報告書等の必要書類を提出することで、補助を受ける権利を獲得するものとし、提出出来ない場合は交付決定を取り消す。
・補助金の振込時期については、＜５．補助金受取に必要な書類＞⑤、⑥を提出した翌月２０日払いとする。支払日が金融機関休業日の場合は翌営業日の振込とする。

＜８．補助金交付決定後の事業の変更・中止について＞
・本事業の交付決定を受けた事業を変更する場合は、変更決定後速やかに下記の書類を三条商工会議所へ提出し承認を受けること。
⑧オンライン展示会出展支援補助金　内容変更承認申請書…様式オ支－５
なお、変更によって補助対象経費が減額になる場合は、補助金を減額して交付する。
また、変更によって補助対象経費が増額になる場合でも補助金額は当初交付決定した金額から増額はしない。

・本事業の交付決定を受けた事業で事業中止する場合は、中止決定後速やかに下記の書類を三条商工会議所へ提出し承認を受けること。
⑨オンライン展示会出展支援補助金　事業中止承認申請書…様式オ支－６

＜９．注意事項＞
①対象とする展示会はオンラインのみを対象とし、２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までに開催される展示会とする。
②当該年度の予算に到達しだい終了する。予算に満たない場合は、追加公募を行う場合もある。
③申請数によっては補助金を減額して交付することがある
④本事業を利用した場合は、展示会出展完了の報告並びに出展後、3か月経過後の活動状況報告書の提出を義務付ける。
展示会出展完了報告書並び活動状況報告書は当該展示会終了後１週間以内の提出を義務付ける。
⑤特定企業（取引先企業等）のイベント（周年事業等）への出展は対象外とする。
⑥原則として１事業年度のうち、同代表企業が複数の事業申請を行う事は不可とする。
⑦当所が事務を受託している団体が行う事業は本事業の対象外とする。
⑧当所並びに他機関及び他団体の共同出展として出展する場合は対象外とする。
⑨他の補助金との併用は不可とする。
⑩展示会の出展キャンセルを行った場合、交付決定されていた補助金について、交付取り消しとする。
⑪内容に疑義が生じた場合は三条商工会議所にて協議し、対応を決定する。
⑫本事業の活用にあたり、不正行為が発覚した場合は、本事業の対象を取り消し、補助金の返金、本事業の利用の停止を行う。

＜１１．問い合わせ先＞
三条商工会議所　産業振興課
TEL：0256-32-1311　FAX：0256-32-1310
e-mail:hanro＠sanjo-cci.or.jp

